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１．平成18年８月期の業績（平成17年９月１日～平成18年８月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年８月期 5,440 18.8 7 △69.5 △30 －
17年８月期 4,578 15.8 24 △90.2 10 △94.9

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年８月期 △81 － △2,578 28 － － △6.2 △0.6 △0.6
17年８月期 7 △92.5 1,049 16 1,021 19 0.7 0.3 0.2

（注）①期中平均株式数 18年８月期 31,547株 17年８月期 7,411株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年８月期 5,798 1,506 26.0 45,554 73

17年８月期 4,921 1,120 22.8 150,644 63

（注）①期末発行済株式数 18年８月期 33,064株 17年８月期 7,439株

②期末自己株式数 18年８月期 0株 17年８月期 0株

　(3）キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年８月期 393 △1,690 1,607 1,117

２．平成19年８月期の業績予想（平成18年９月１日～平成19年８月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 2,895 47 27
通期 5,872 154 54

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　1,648円09銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産
配当率（％）中間期末 期末 年間

17年８月期 － 2,000.0 2,000.0 14 190.6 1.3

18年８月期 － － － － － －

19年８月期（予想） － 500.0 500.0    

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の８ページから９ページを参照して下さい。
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７．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
第７期

（平成17年８月31日）
第８期

（平成18年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金 ※１  1,210,104   905,766   

２．受取手形   32,000   23,466   

３．売掛金   33,296   19,467   

４．商品   5,545   6,442   

５．原材料   21,831   24,595   

６．貯蔵品   1,885   239   

７．前払費用   144,272   150,467   

８．繰延税金資産   18,693   29,537   

９．未収入金   36,169   32,792   

10．その他   1,132   23,380   

    貸倒引当金   －   △696   

流動資産合計   1,504,930 30.6  1,215,458 21.0 △289,472

Ⅱ　固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物  1,911,764   2,284,845    

減価償却累計額  △336,072 1,575,691  △456,435 1,828,410   

(2）構築物  140,180   159,154    

減価償却累計額  △35,550 104,629  △47,849 111,305   

(3）車両運搬具  9,710   9,298    

減価償却累計額  △3,887 5,822  △5,493 3,804   

(4）工具器具備品  887,552   1,012,664    

減価償却累計額  △483,028 404,523  △661,413 351,250   

(5）土地   171,914   171,914   

(6）建物仮勘定   102,357   13,972   

有形固定資産合計   2,364,940 48.1  2,480,658 42.8 115,718

２．無形固定資産         

(1）商標権   8,352   8,773   

(2）ソフトウェア   27,010   54,809   

(3）電話加入権   4,509   4,509   

無形固定資産合計   39,872 0.8  68,092 1.2 28,219
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第７期

（平成17年８月31日）
第８期

（平成18年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券   －   45,182   

(2）関係会社株式   －   875,500   

(3）出資金   140   140   

(4）関係会社長期貸付
金

  －   29,976   

(5）長期前払費用   150,211   126,614   

(6）繰延税金資産   16,337   49,549   

(7）差入保証金 ※１  814,743   865,833   

(8）その他   30,425   41,931   

投資その他の資産合
計

  1,011,858 20.5  2,034,726 35.0 1,022,868

固定資産合計   3,416,670 69.4  4,583,477 79.0 1,166,806

資産合計   4,921,601 100.0  5,798,935 100.0 877,333

         

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．買掛金   96,745   91,073   

２．一年以内返済予定長
期借入金

※１  692,571   1,090,446   

３．一年以内償還予定社
債

  110,000   110,000   

４．未払金   407,881   64,006   

５．未払費用   271,043   257,305   

６．未払法人税等   12,660   17,338   

７．前受金   32,000   23,466   

８．預り金   5,390   5,738   

９．前受収益   －   3,399   

10．賞与引当金   5,951   5,788   

11．設備支払手形   35,228   7,851   

12．未払消費税等   －   54,688   

13．その他   13,862   15,687   

流動負債合計   1,683,333 34.2  1,746,790 30.1 63,457

Ⅱ　固定負債         

１. 社債   495,000   385,000   

２．長期借入金 ※１  1,514,001   2,069,638   

３．長期設備支払手形   7,851   －   

４．長期未払金   65,428   18,487   

５．預り保証金   13,841   29,683   

６．長期前受収益   21,499   43,114   

固定負債合計   2,117,622 43.0  2,545,923 43.9 428,300

負債合計   3,800,956 77.2  4,292,714 74.0 491,757
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第７期

（平成17年８月31日）
第８期

（平成18年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※２  491,400 10.0  － － △491,400

Ⅱ　資本剰余金         

１．資本準備金  483,750   －    

資本剰余金合計   483,750 9.8  － － △483,750

Ⅲ　利益剰余金         

１．当期未処分利益  145,495   －    

利益剰余金合計   145,495 3.0  － － △145,495

資本合計   1,120,645 22.8  － － △1,120,645

負債・資本合計   4,921,601 100.0  － － △4,921,601

         

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   － －  732,295 12.6 732,295

２．資本剰余金         

(1）資本準備金  －   724,645    

資本剰余金合計   － －  724,645 12.5 724,645

３. 利益剰余金         

(1）繰越利益剰余金  －   49,280    

利益剰余金合計   － －  49,280 0.9 49,280

株主資本合計   － －  1,506,221 26.0 1,506,221

純資産合計   － －  1,506,221 26.0 1,506,221

負債及び純資産合計   － －  5,798,935 100.0 5,798,935
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(2）損益計算書

  
第７期

（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

１．カラオケルーム運営事
業収入

 3,850,268   4,636,838    

２．その他事業収入  728,724 4,578,992 100.0 803,905 5,440,743 100.0 861,751

Ⅱ　売上原価         

１．カラオケルーム運営事
業収入原価

 3,331,747   4,096,701    

２．その他事業収入原価  650,192 3,981,940 87.0 709,702 4,806,403 88.3 824,463

売上総利益   597,052 13.0  634,339 11.7 37,287

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

 572,582 12.5  626,887 11.6  

営業利益   24,469 0.5  7,451 0.1 △17,017

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息  31   634    

２．受取配当金  23   3    

３．受取手数料  1,086   1,250    

４．受取販売支援金  34,467   25,711    

５．受取事務受託料  －   14,800    

６．保険解約返戻金  4,106   －    

７．受取営業損失補填金  13,477   －    

８．その他  4,157 57,349 1.3 11,201 53,600 1.0 △3,748

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息  52,293   70,717    

２．社債利息  8,050   8,697    

３．社債発行費  6,100   －    

４．新株発行費  40   6,738    

５．その他  4,570 71,054 1.6 4,960 91,113 1.7 20,059

経常利益又は経常損失
（△）

  10,765 0.2  △30,060 △0.6 △40,825

Ⅵ　特別利益         

１．固定資産売却益 ※３ 6,995   －    

２．保険差益  29,723 36,718 0.8 7,445 7,445 0.1 △29,273

 Ⅶ　特別損失         

１．固定資産除却損 ※４ 21,675   3,204    

２．減損損失 ※５ －   83,739    

３．リース解約損  4,664 26,339 0.5 － 86,943 1.6 60,603

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△）

  21,144 0.5  △109,558 △2.0 △130,702

法人税、住民税及び事
業税

 9,327   15,834    

法人税等調整額  4,041 13,368 0.3 △44,055 △28,221 △0.5 △41,590

当期純利益又は当期純
損失（△）

  7,775 0.2  △81,337 △1.5 △89,112

前期繰越利益   137,720   －  △137,720

当期未処分利益   145,495   －  △145,495
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カラオケルーム運営事業収入原価明細書

  
第７期

（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　材料費         

期首材料たな卸高  16,060   19,415    

当期材料仕入高  430,081   518,816    

計  446,142   538,231    

期末材料たな卸高  19,415 426,727 12.8 22,543 515,688 12.6 88,961

Ⅱ　物販費         

期首商品たな卸高  35   833    

当期商品仕入高  2,866   3,082    

計  2,901   3,915    

期末商品たな卸高  833 2,068 0.1 2 3,912 0.1 1,844

Ⅲ　労務費 ※１  943,433 28.3  1,120,085 27.3 176,651

Ⅳ　経費 ※２  1,959,518 58.8  2,457,014 60.0 497,496

収入原価   3,331,747 100.0  4,096,701 100.0 764,954

　※１．労務費に含まれている引当金繰入額は、次のとおりであります。

項目
第７期

金額（千円）
第８期

金額（千円）

賞与引当金繰入額 3,467 3,371

　※２．経費の主な内訳は、次のとおりであります。

項目
第７期

金額（千円）
第８期

金額（千円）

賃借料 744,350 979,450

リース料 245,621 296,970

減価償却費 275,498 325,179

水道光熱費 176,243 225,283

消耗品費 141,229 128,285
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その他事業収入原価明細書

  
第７期

（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　材料費         

期首材料たな卸高  1,329   2,415    

当期材料仕入高  41,642   52,241    

計  42,971   54,657    

期末材料たな卸高  2,415 40,555 6.2 2,051 52,605 7.4 12,049

Ⅱ　物販費         

期首商品たな卸高  3,789   4,711    

当期商品仕入高  120,960   36,834    

計  124,749   41,546    

期末商品たな卸高  4,711 120,038 18.5 6,439 35,107 5.0 △84,930

Ⅲ　労務費 ※１  149,094 22.9  181,115 25.5 32,021

Ⅳ　経費 ※２  340,504 52.4  440,873 62.1 100,369

収入原価   650,192 100.0  709,702 100.0 59,509

　※１．労務費に含まれている引当金繰入額は、次のとおりであります。

項目
第７期

金額（千円）
第８期

金額（千円）

賞与引当金繰入額 1,059 1,029

　※２．経費の主な内訳は、次のとおりであります。

項目
第７期

金額（千円）
第８期

金額（千円）

賃借料 187,292 207,957

水道光熱費 28,429 36,511

減価償却費 41,516 60,987

消耗品費 30,203 29,644

販売促進費 5,918 5,332
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(3)株主資本等変動計算書

当事業年度（自平成17年９月１日　至平成18年８月31日）

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年９月１日　残高

（千円）
491,400 483,750 145,495 1,120,645 1,120,645

事業年度中の変動額

増資による新株の発行（千円） 228,200 228,200 － 456,400 456,400

ストックオプション行使による

新株の発行（千円）
12,695 12,695 － 25,391 25,391

剰余金の配当（千円） － － △14,878 △14,878 △14,878

当期純損失（千円） － － △81,337 △81,337 △81,337

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）

（千円）

－ － － － －

事業年度中の変動額合計

（千円）
240,895 240,895 △96,215 385,576 385,576

平成18年８月31日　残高

（千円）
732,295 724,645 49,280 1,506,221 1,506,221
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(4）キャッシュ・フロー計算書

  
第７期

（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益  21,144

減価償却費  339,460

長期前払費用償却  34,443

社債発行費  6,100

新株発行費  40

事業税の資本割及び付加価値割  13,152

賞与引当金減少額  △851

受取利息及び配当金  △54

支払利息  52,293

社債利息  8,050

固定資産売却益  △6,995

固定資産売却損  42

固定資産除却損  19,431

売上債権の増（△）減額  △6,748

たな卸資産の増加額  △518

その他資産の増加額  △56,737

仕入債務の増減（△）額  109,282

未払消費税等の減少額  △4,765

未収消費税等の増加額  △16,130

預り保証金の増加額  13,841

長期前受収益の減少額  △1,442

その他負債の増減（△）額  3,726

小計  526,764

利息及び配当金の受取額  36

利息の支払額  △58,862

法人税等の支払額  △74,231

営業活動によるキャッシュ・フロー  393,706
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第７期

（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △1,359,592

有形固定資産の売却による収入  7,114

無形固定資産の取得による支出  △8,947

保証金の差入による支出  △301,110

保証金の返還による収入  29,187

出資による支出  △30

その他の投資支出  △57,831

その他の投資回収  1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,690,209

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の新規借入額  270,000

短期借入金の返済額  △483,210

長期借入金の新規借入額  2,130,000

長期借入金の返済額  △487,562

社債の発行による収入  293,900

社債の償還による支出  △100,000

株式の発行による収入  5,759

配当金の支払による支出  △21,371

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,607,516

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額  311,013

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  806,626

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ＊１ 1,117,639
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(5）利益処分案

  
第７期

株主総会承認日
（平成17年11月25日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   145,495

Ⅱ　利益処分額    

　　１．配当金   14,878

Ⅲ　次期繰越利益   130,617
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重要な会計方針

項目
第７期

（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

１．有価証券の評価基準及び評

価方法

－ 　子会社株式及び関連会社株式

 　移動平均法による原価法

 　その他有価証券

　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　　ただし、投資事業組合への出資金は、

　　組合財産の持分相当額を投資有価証券

　　として計上し、組合契約に規定される

　　決算報告に基づく純損益の持分相当額

　　を当期の損益として計上する方法（純

　　額方式）によっております。　　

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法

最終仕入原価法 同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法

　ただし、建物（建物附属設備を除く）

については、法人税法に定める定額法に

よっております。なお、耐用年数及び残

存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。ま

た、取得価額20万円未満の少額減価償却

資産については、事業年度毎に一括して

３年間で均等償却しております。

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法

　なお、償却期間については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってお

ります。

(3）長期前払費用

同左

４．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

　支出時に費用として処理しております。

 (2) 社債発行費

　支出時に費用として処理しております。

(1) 新株発行費

同左

 (2) 社債発行費

－
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項目
第７期

（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

－

 

 

 

 

(2)賞与引当金

　従業員への賞与支給に備えるため、将来

の支給見込額のうち、当事業年度の負担額

を計上しております。

(1)貸倒引当金

 　売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(2)賞与引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によってお

ります。

　また、特例処理の要件を満たしている

金利スワップ及び金利キャップについて

は特例処理によっております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおり

であります。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

①ヘッジ手段：金利スワップ及び金利

キャップ

②ヘッジ対象：借入金

①ヘッジ手段： 同左

 

②ヘッジ対象： 同左

(3)ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する社内規程に

基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リス

クを一定の範囲内でヘッジしております。

(3)ヘッジ方針

同左

(4)ヘッジ有効性の評価の方法 

　特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップ取引及び金利キャップ取引のみで

あるため、有効性の評価を省略しており

ます。 

 

(4)ヘッジ有効性の評価の方法 

同左

 

８．キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資であります。

－

９．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　消費税等の処理方法

同左
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会計処理方法の変更

第７期 第８期

（自　平成16年９月１日 （自　平成17年９月１日

至　平成17年８月31日） 至　平成18年８月31日）

－

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号)が平成17年４月１日以降開始する事業年

度に係る財務諸表から適用されることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び適用指針によっております。

 これにより、税引前当期純損失が83,739千円増加しており

ます。なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき、当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,506,221千円で

あります。

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度の純資産

の部については、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第７期
（平成17年８月31日）

第８期
（平成18年８月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

定期預金 40,051千円

差入保証金    177,959千円

計    218,010千円

定期預金 40,057千円

差入保証金 147,184千円

計 187,242千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

1年以内返済予定の長期借入金  174,727千円

長期借入金 1,069,400千円

　計 1,244,127千円

1年以内返済予定の長期借入金 418,436千円

長期借入金 1,021,363千円

　計 1,439,799千円

※２　授権株式数及び発行済株式総数  

授権株式数　　　　　普通株式 29,640株

発行済株式総数　　　普通株式     7,439株

※２　授権株式数及び発行済株式総数  

授権株式数　　　　　普通株式 118,560株

発行済株式総数　　　普通株式 33,064株

※３　偶発債務

－

 

※３　偶発債務

 　　 債務保証

　　　　次の関係会社について、金融機関からの借入等

　に対し、債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

㈱システムプラン
ベネックス

46,612 借入債務

㈱エクセルシア 25,830 借入債務

からふね屋珈琲㈱ 2,969 リース債務

合計 75,411 －
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（損益計算書関係）

第７期
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの
役員報酬       84,273千円
給料        160,720千円
賞与引当金繰入額      1,425千円
賃借料       41,627千円
業務委託料       51,906千円
法定福利費       28,046千円
支払保険料       1,988千円
減価償却費       21,466千円
     

おおよその割合  
販売費 30.7％
一般管理費 69.3％

役員報酬 79,886千円
給料 190,883千円
賞与引当金繰入額 1,388千円
賃借料 46,760千円
業務委託料 31,250千円
法定福利費 31,902千円
支払保険料 2,414千円
減価償却費 26,197千円
採用教育費 37,814千円

おおよその割合  
販売費 31.4％
一般管理費 68.6％

※２　研究開発費の総額 ※２　研究開発費の総額
一般管理費に含まれる研究開発費   61,734千円 一般管理費に含まれる研究開発費 46,608千円

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。
　　　工具器具備品　　　　　　　　　　　 6,955千円 　　　工具器具備品　　　　　　　　　　　 　 －千円
※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物   17,416千円
構築物    623千円
車両運搬具    50千円
工具器具備品    3,585千円

計   21,675千円

建物 2,078千円
構築物 1,022千円
車両運搬具 51千円
工具器具備品 50千円

計 3,204千円

 ※５　減損損失について ※５　減損損失について
　－ (1)概要

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小　の
単位として、店舗ごとに資産のグルーピングをして
おります。営業活動から生じる損益が継続してマイ
ナスとなっている店舗を対象とし、回収可能額が帳
簿価額を下回るものについて建物及び構築物等の帳
簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損
損失として特別損失に計上しております。
(2)当事業年度において減損損失を計上した資産

 

①駒沢店　　　　 東京都世田谷区 

（カラオケ店舗）　 建物
②新小岩店 東京都葛飾区
（カラオケ店舗）　 建物
③中華街店 神奈川県横浜市
（カラオケ店舗）　 建物及び構築物等
④土浦店 茨城県土浦市
（カラオケ店舗）　 建物
⑤方南町店 東京都杉並区
（まんが店舗）　 建物及び構築物等
⑥津田沼店 千葉県船橋市
（カラオケ店舗）　 建物

(3)減損損失の金額
建物　　　　　　　　 78,442千円
構築物　　　　　　　　2,875千円
工具器具備品　　　　　2,421千円

(4)回収可能額の算定方法
　回収可能額は将来キャッシュ・フローを4％の割
引率で割り引いて計算しております。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第７期
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

※1　 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成17年８月31日現在）

現金及び預金勘定 1,210,104千円

預入れ期間が３ヶ月を超える預金等 △92,464千円

現金及び現金同等物 1,117,639千円

①　リース取引

第７期
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 1,288,507 485,038 803,468

合計 1,288,507 485,038 803,468

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 1,592,127 668,869 923,258

合計 1,592,127 668,869 923,258

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内      214,495千円

１年超      634,483千円

合計      848,978千円

１年内 320,355千円

１年超 729,418千円

合計 1,049,773千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料      240,520千円

減価償却費相当額 240,145千円

支払利息相当額       32,907千円

支払リース料 327,822千円

減価償却費相当額 365,136千円

支払利息相当額 43,440千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息法に

よっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

未経過リース料

１年内 78,000千円

１年超 266,500千円

合計 344,500千円

１年内 78,000千円

１年超 188,500千円

合計 266,500千円
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第７期
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（貸主側）

３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（貸主側）

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 
取得価額
（千円）

減価償却累
計額
（千円）

期末残高
（千円）

工具器具備品 17,444 1,090 16,353

合計 17,444 1,090 16,353

 
取得価額
（千円）

減価償却累
計額
（千円）

期末残高
（千円）

工具器具備品 61,357 9,503 51,853

合計 61,357 9,503 51,853

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内      3,869千円

１年超      16,487千円

合計      20,357千円

１年内 14,109千円

１年超 39,335千円

合計 53,445千円

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料      2,031千円

減価償却費 1,090千円

受取利息相当額       1,193千円

受取リース料 13,023千円

減価償却費 8,413千円

受取利息相当額 6,925千円

(4）利息相当額の算定方法

　　　 リース料総額と見積残存価額の合計額からリース

　　   物件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、　

　       各期への配方は利息法によっております。　　　

(4）利息相当額の算定方法

同左

４．オペレーティング・リース取引（貸主側）

未経過リース料

４．オペレーティング・リース取引（貸主側）

未経過リース料

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円
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②　有価証券

第７期末（平成17年８月31日現在）

　当社は、有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。

第８期末（平成18年８月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　デリバティブ取引

第７期（自　平成16年９月１日　至　平成17年８月31日）

　当社は金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用していますが、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プ取引及び金利キャップ取引のみであるため、記載しておりません。

第８期（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

　当社は金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用していますが、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プ取引及び金利キャップ取引のみであるため、記載しておりません。

④　退職給付

第７期（自　平成16年９月１日　至　平成17年８月31日）

　該当事項はありません。

第８期（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

　該当事項はありません。
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⑤　税効果会計

第７期
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

①　流動資産  

未払事業税      3,001千円

未払事業所税      4,653千円

賞与引当金繰入限度超過額      2,421千円

一括償却資産除却損否認額      30千円

未払水道光熱費等      7,860千円

当期未処理損失   －千円

その他    725千円

小計     18,693千円

②　固定資産  

減価償却超過額      7,589千円

前受販売奨励金      7,273千円

その他      1,474千円

小計     16,337千円

繰延税金資産合計     35,031千円

（繰延税金負債） －千円

繰延税金資産の純額     35,031千円

（繰延税金資産）  

①　流動資産  

未払事業税 3,386千円

未払事業所税 5,886千円

賞与引当金繰入限度超過額 2,355千円

一括償却資産除却損否認額 －千円

未払水道光熱費等 9,764千円

当期未処理損失 7,876千円

その他 267千円

小計 29,537千円

②　固定資産  

減価償却超過額 32,006千円

前受販売奨励金 14,082千円

その他 3,460千円

小計 49,549千円

繰延税金資産合計 79,086千円

（繰延税金負債） －千円

繰延税金資産の純額 79,086千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳　

法定実効税率      40.7％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない

項目

     4.9％

住民税均等割      22.2％

ＩＴ投資減税税額控除      -3.8％

その他    -0.8％

税効果会計適用後の法人税の負担率     63.2％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳　

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目

-1.2％

住民税均等割 -14.5％

ＩＴ投資減税税額控除 －％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税の負担率 25.8％

⑥　持分法損益等

第７期（自　平成16年９月１日　至　平成17年８月31日）

　当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

第８期（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

　当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。
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⑦　関連当事者との取引

第７期（自　平成16年９月１日　至　平成17年８月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 日野洋一 ― ―
当社代表取

締役社長

（被所有）

直接

41.1

― ―
債務被保証

（注）２
362,329 ― ―

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

トリック

スター

ズ・アレ

ア(有)

東京都

目黒区
9,000

遊技場経営

飲食店経営

不動産の賃

貸及び管理

― ―

店舗駐

車場の

賃借

店舗の

賃借

店舗駐車場

の使用

（注）３

857 ― ―

店舗建物の

賃借

（注）４

24,638 ― ―

保証金の差

入（注）４
―

差入保証

金
―

長期前払

費用
―

光熱費、通

信料の支払
9,250 ― ―

㈲日喜土

地開発

東京都

目黒区
3,000

遊技場経営

不動産の賃

貸及び管理

― ―
店舗の

賃借

店舗建物の

賃借

（注）４

43,497 ― ―

保証金の差

入（注）４
―

差入保証

金
38,749

長期前払

費用
3,803

㈱サン

フィール

ドコンサ

ルティン

グ

東京都

目黒区
90,000

経営及び労

務コンサル

ティング

給与計算代

行等

― ―
店舗の

賃借

本社建物及

び店舗建物

の賃借

（注）４

16,265 ― ―

保証金の差

入（注）４
―

差入保証

金
9,222

長期前払

費用
896

　（注）１．取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２．当社は、店舗建物の賃借料に対して、当社代表取締役社長日野洋一より債務保証を受けております。なお、

保証料の支払は行っておりません。

３．駐車場使用料については、近隣の駐車場使用料相場に基づき決定しております。なお、駐車場賃貸借契約は

平成17年２月に契約を解除しております。

４．店舗建物の賃借料については、株式会社新日本不動産鑑定所の鑑定評価により決定しております。
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第８期（自　平成17年９月１日　至　平成18年８月31日）

役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 日野洋一 ― ―
当社代表取

締役社長

（被所有）

直接

37.2

― ―
債務被保証

（注）２
361,031 ― ―

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

トリック

スター

ズ・アレ

ア(有)

東京都

目黒区
9,000

遊技場経営

飲食店経営

不動産の賃

貸及び管理

― ―

店舗駐

車場の

賃借

店舗の

賃借

店舗駐車場

の使用
― ― ―

店舗建物の

賃借

 

― ― ―

保証金の差

入
―

差入保証

金
―

長期前払

費用
―

光熱費、通

信料の支払
8,765 ― ―

㈲日喜土

地開発

東京都

目黒区
3,000

遊技場経営

不動産の賃

貸及び管理

― ―
店舗の

賃借

店舗建物の

賃借

（注）３

56,956 ― ―

保証金の差

入（注）３
―

差入保証

金
32,002

長期前払

費用
1,813

㈱サン

フィール

ドコンサ

ルティン

グ

東京都

目黒区
90,000

経営及び労

務コンサル

ティング

給与計算代

行等

― ―
店舗の

賃借

本社建物及

び店舗建物

の賃借

（注）３

15,112 ― ―

保証金の差

入（注）３
―

差入保証

金
9,222

長期前払

費用
512

　（注）１．取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２．当社は、店舗建物の賃借料に対して、当社代表取締役社長日野洋一より債務保証を受けております。なお、

保証料の支払は行っておりません。

３．店舗建物の賃借料については、株式会社新日本不動産鑑定所の鑑定評価により決定しております。
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（１株当たり情報）

第７期
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

１株当たり純資産額      150,644円63銭

１株当たり当期純利益金額       1,049円16銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
      1,021円19銭

１株当たり純資産額 45,554円73銭

１株当たり当期純損失金額 2,578円28銭

潜在株式調整後１株当たり当期純損失

金額

　潜在株式調整後１

株当たり当期純利益

金額については、１

株当たり当期純損失

のため、記載してお

りません。

 

　当社は、平成17年10月20日付で株式１株につき４株の株

式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

１株当たり純資産額 37,661円16銭

１株当たり当期純利益金額 262円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
255円26銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
第７期

（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

第８期
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額

  

　当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 7,775 △81,337

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る当期純利益又は普通株式

　に係る当期純損失金額（千円）

7,775 △81,337

　期中平均株式数（株） 7,411 31,547

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　普通株式増加数（株） 203  

　（うち新株予約権） (203)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 

―

 

 

－ 60 －



（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

当事業年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

１．平成17年８月４日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式の発行をしております。

（１）平成17年10月20日付をもって普通株式１株を４株に分

割しました。

①分割により増加する株式数

普通株式　　　　 22,317株

②分割方法

平成17年８月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載された株主の所有株式数を、１株につき４株

の割合をもって分割しました。

（２）配当起算日

平成17年９月１日

　当該株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場合の前

期における１株当たり情報及び当期首に行なわれたと仮定

した場合の当期における１株当たり情報は、以下のとおり

となります。

前事業年度　　１株当たり純資産額　　　　38,100.54円

１株当たり当期純利益　　　 4,523.95円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

4,348.65円

当事業年度　　１株当たり純資産額　　　　37,661.16円

１株当たり当期純利益　　　　 262.29円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

255.26円

―
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前事業年度
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

当事業年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

２．平成17年９月１日付で、株式会社システムプランベネッ

クスの発行済株式数200株を取得し、子会社といたしま

した。

（１）趣旨及び目的

　株式会社システムプランベネックスは、主に音響設

備のハードウェア・ソフトウェアの開発を手掛ける会

社であり、現在「カラオケの鉄人」の店舗で導入され

ている「鉄人システム２号」を当社と協同で開発し、

製造している会社であります。

　当社は、主力事業を展開するカラオケルーム業界に

おいて競争力の一層の強化と優位性を図るため、「鉄

人システム」にかかる新たなサービスの開発強化が必

要であると判断するに至り、同社の株式を取得し子会

社化したものであります。

（２）買収した会社の概要

①商号　　　株式会社システムプランベネックス

②所在地　　大阪府大阪市浪速区日本橋五丁目５番４号 

③事業内容　コンピューター周辺機器のハードウェア・ソ

フトウェアの開発、製造及び販売　他 

④資本金　　１千万円 

⑤決算期　　７月31日 

⑥最近事業年度（平成17年７月31日現在）における資産、

負債、資本の額及び従業員数 

資産合計     172,566千円

負債合計     143,317千円

資本合計      29,248千円

従業員数           6名

⑦最近事業年度（平成16年８月１日から平成17年７月31日

まで）における営業の状況 

売上高 　　　309,308千円

当期純利益     4,484千円

―
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前事業年度
（自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日）

当事業年度
（自　平成17年９月１日
至　平成18年８月31日）

３．平成17年11月１日付で、株式会社エクセルシアの発行済

株式数200株を取得し、子会社といたしました。

（１）趣旨及び目的

　当社が主力事業として展開するカラオケルーム運営

において、オリジナル音源の製作と提供が可能になる

とともに、携帯電話やモバイル機器用の音楽コンテン

ツの配信も可能となり、独自開発によるコンテンツ・

インテグレーターとしての事業展開を推進できるもの

と考えております。　

（２）買収した会社の概要

①商号　　　株式会社エクセルシア

②所在地　　東京都港区東麻布三丁目８番２号

　　　　　　麻布マルカビル３F

③事業内容　着メロの携帯電話用ＭＩＤＩ音源やカラオケ

用のＭＩＤＩ音源の製作

④資本金　　１千万円 

⑤決算期　　８月31日 

⑥最近事業年度（平成17年８月31日現在）における資産、

負債、資本の額及び従業員数 

資産合計     61,297千円

負債合計     43,196千円

資本合計     18,100千円

従業員数         13名

⑦最近事業年度（平成17年９月１日から平成17年８月31日

まで）における営業の状況 

売上高 　　 202,544千円

当期純利益    5,547千円

―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．重要な新株予約権の発行

　平成17年10月28日開催の取締役会において、商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の発

行を決議いたしました。なお、平成17年11月25日開催の

第７回定時株主総会にて承認されました。その概要は次

のとおりであります。

（１）新株予約権の目的たる株式の種類及び数

当社普通株式1,000株を上限とする

（２）発行する新株予約権の総数

1,000個（新株予約権１個につき発行する当社普通株

式１株）を上限とする

（３）新株予約権の発行価額

無償とする

（４）新株予約権の行使可能期間

平成19年11月26日から平成22年11月25日

（５）新株予約権の付与対象者

人数等の詳細は、今後の取締役会において決定します。

―
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８．役員の異動

（1）代表者の異動

該当事項はありません。

（2）その他の役員の異動

役名 職名 氏名 退任年月日

常務取締役 営業本部長 新槇武次 平成18年２月28日開示済
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